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1．はじめに
1980年代以降、欧米では CRM（cause-related marketing）(1)をはじめとした、企業と既存
の非営利組織（Non-profit Organization：以下 NPO）の協力関係がみられるようになった
（Andreasen, 1996）。このようなセクターを越えた協力関係であるパートナーシップを形成す
る組織が増加している（Waddock, 1991）。パートナーシップが注目される以前から、企業は
NPOの支援者として、製品や寄付金による支援を行ってきた。しかしこのような支援は、
企業から NPOに対して一方的に行われるものであった（横山、2003）。これに対しパートナ
ーシップでは、企業が製品や寄付金を提供するのみでなく、企業の事業に NPOの専門性や
ネットワークを活用している。つまりパートナーシップでは、企業－ NPO間で双方向の協
力が行われるのである。またパートナーシップでは、企業と NPOは対等な関係にある。
(1) CRM࡜ࡣࠊ௻ᴗࡀ♫఍ⓗㄢ㢟࡜⮬♫ࡢࣈࣛࣥࢻࡸࢧ࣮ࣅࢫࢆ㛵㐃௜ࡅ࡚࣮࢟ࣕࣥ࣌ࣥࢆ⾜࠸ࠊ♫
఍ⓗㄢ㢟ࡢゎỴࡢࡓࡵ࡟⤒῭ⓗࠊேⓗ࡞ᨭ᥼ࢆ⾜࠸࡞ࡀࡽࠊ⮬♫ࡢႠᴗάື࡟ࡶዲᙳ㡪ࢆ୚࠼ࡿࡇ
࡜ࢆ┠ⓗ࡜ࡍࡿ࣐࣮ࢣࢸ࢕ࣥࢢάື࡛࠶ࡿࠋ᭱ึࡢ CRMࡣࠊ1982ᖺ࡟࢔࣓࢚ࣜ࢝ࣥ࢟ࢫࣉࣞࢫ♫
࡟ࡼࡗ࡚⾜ࢃࢀࡓ⮬⏤ࡢዪ⚄ಟ᚟࣮࡛࢟ࣕࣥ࣌ࣥ࠶ࡿ࡜࠸ࢃࢀ࡚࠸ࡿࠋࡇࡢ࣮࢟ࣕࣥ࣌ࣥࡢ┠ⓗࡣࠊ
ᾘ㈝ࡢ୍㒊ࡀᐤ௜㔠࡜࡞ࡿࡇ࡜ࢆᾘ㈝⪅࡟ッ࠼ࠊࢡࣞࢪࢵࢺ࣮࢝ࢻ฼⏝࡟ࡼࡿᾘ㈝ࢆಁࡍࡇ࡜࡛࠶
ࡗࡓࠋࡇࡢ࣮࢟ࣕࣥ࣌ࣥ࡟ࡼࡗ࡚ࠊࢡࣞࢪࢵࢺ࣮࢝ࢻࡢ᪂つຍධ⪅ᩘࠊ฼⏝⥲㢠ࡀ኱ᖜ࡟ྥୖࡋࡓ
㸦Andreasen,1996㸧ࠋ
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企業と NPOのパートナーシップは、単一のセクターでは解決できない社会的課題解決の
手段として期待されている（Waddock, 1991；Austin, 2000；松行、松行、2004；小島、平本、
2011）。しかし実際には、企業と NPOのパートナーシップの形成は順調に進んでいるとは言
い難く、企業と NPOのパートナーシップの壊れやすさが主張されている（Waddock、
1988）。
企業と NPOによるパートナーシップの増加とともに、パートナーシップに関する研究も
増えつつある（Waddock, 1991; Austin, 2000; 谷本 , 2002; 横山 , 2003）。しかしまだ十分な蓄積
はなく、萌芽期の段階にある（大倉、2009）。特に企業のパートナーシップ形成動機につい
ての研究は、企業の外部要因に着目して行われてきた。これらの研究では次の外部要因が、
企業のパートナーシップの形成動機であると指摘されている。その外部要因とは、グローバ
ル化による競争圧力や、企業に対する顧客や活動地域からの要求の変化である（Gray, 1989; 
Wood, 1991）。また Davis（1973）は、企業がこのような顧客や活動地域からの要求に応え、
良好な関係を築くためには正当性を獲得しなければならないことを指摘している。これらの
研究において、企業は正当性を獲得するためにパートナーシップを形成することが指摘され
てきた。しかし、どのような NPOをパートナーとして選択すれば、企業は正当性を獲得で
きるのかという点については十分に明らかにされていない。
そこで本稿では、「正当性の獲得を必要とする企業は、パートナーシップを形成する際に
どのような NPOをパートナーとして選択するのか」を明らかにするために、事例研究を行
った。本稿で分析した事例は、三菱地所グループ（以下三菱地所）と NPO法人えがおつな
げて（以下えがおつなげて）の連携事業「空と土プロジェクト」である。結論を先取りする
ならば、この事例では、三菱地所がパートナーに対して 2つの条件を定めており、えがおつ
なげてがその条件を満たしていたため、パートナーシップが形成された。その際、三菱地所
はえがおつなげてが獲得していた正当性を評価し、パートナーとして選択したことが明らか
になった。
2．企業とNPOのパートナーシップに関する先行研究
企業と他セクターの組織である NPOが対等な組織間関係を形成するという現象に関する
研究は、十分に蓄積されていないため、呼び方や定義も統一されていない（横山、2003）。
そのため本項では、まず企業と NPOの対等な組織間関係の呼び方と定義を確定させる。次
に企業のパートナーシップ形成動機に関する研究を説明する。
2.1 企業とNPOのパートナーシップとは何か
複数の組織が対等な組織間関係を形成するという行動は、1980年代から企業間で行われて
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きた。1970年代から行われていた提携は、企業力格差を持つ企業間の支配、従属関係が一般
的であった。しかし 1980年代から、提携は質的変化を見せ始めた（竹田、1996）。1970年代
以降の提携は、契約内容、コントロール、資源所有の面で、従来の非対称関係から対称関係
に変容したのである。このような質的変化から、1970年代後半以降の提携は「戦略的提携
（strategic alliance）」と呼ばれ、従来の提携と区別される（陳、2005）。
一方、企業と NPOの対等な組織間関係の呼び方や定義は統一されていない（横山、
2003）。Waddock（1991）は、そのような組織間関係を社会的パートナーシップ（social 
partnership）と呼んでおり、「異なる経済セクターの組織と深く関与し、時間や努力（effort）
のような個々の資源のコミットメントを行う関係」と定義している。Logston（1991）はセ
クター間コラボレーション（cross-sector collaboration）と呼び、「相互に関心のある課題に
対して、異なるセクターに属する組織が自発的に取り組みを行う関係」と定義している。
Googins and Rochlin（2000）はセクター間パートナーシップ（cross-sector partnership）と
呼び、「お互いの資源が双方向で移転される関係」と定義している。
またMinette（1996）は、パートナーシップを次の二つの特徴によって戦略的提携と区別
している。一つめの特徴は、異なるセクターの組織間で形成されることである。二つめの特
徴は、パートナーシップの目的として、経済的目標に加えて、社会福祉の改善のような非経
済的目標が含まれることである。そこで本稿では、パートナーシップを「異なるセクターの
組織間で、経済的目標と非経済的目標を達成するために形成された対等な組織間関係」と定
義する。
2.2 企業のパートナーシップの形成動機に関する先行研究
企業のパートナーシップの形成動機は、企業の外部要因に着目した研究から明らかにされ
ている。Gray（1989）はパートナーシップの形成動機として、急速な経済変化やグローバル
化による海外企業との競争の増大を挙げている。また Austin（2000）は、次の二つの外部要
因によってパートナーシップの形成が促進されたことを指摘している。一つめの外部要因は、
政府の取り組む社会的課題の範囲が縮小し、社会的課題解決の主体としての政府の役割が低
下したことである。二つめの外部要因は、社会的課題の複雑化によって単独のセクターでは、
社会的課題の解決が困難になったことである。
また顧客や活動地域との関係から、企業のパートナーシップ形成の動機を指摘している研
究もある。Sharfman, Gray and Yan（1991）は、地域社会や顧客から企業が良い評価を得て
いない場合、企業への評価を改善するために NPOとパートナーシップを形成することを明
らかにしている (2)。またWood（1991）は、活動地域や顧客のような企業の外部環境からの要
(2) 衣服企業の工場は労働環境が整備されていなかった。そのため工場の従業員が居住している工場周辺の
地域では、良い評価をされていなかった。
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求に応えるために、企業は NPOとパートナーシップを形成することを指摘している。これ
らの研究によると、企業のパートナーシップの形成動機は、外部環境との良好な関係の構築
である。
Davis（1973）によると、企業が外部環境と長期的な関係を構築し維持するためには、外
部環境から正当性を獲得しなければならない。なぜなら外部環境から与えられた正当性は、
企業の事業活動自体に影響を及ぼすからである。そのため、企業は外部環境から正当性を獲
得するために、NPOとパートナーシップを形成する。これらの研究から、企業のパートナ
ーシップ形成の動機は、正当性の獲得であるといえる。しかし、「正当性の獲得を必要とす
る企業は、どのような NPOをパートナーとして選択するのか」については明らかにされて
いない。本稿ではこの疑問を明らかにするために、事例分析を行った。次項では、事例分析
に用いた分析視角を説明する。
3．事例の分析視角
3.1 制度理論
制度理論では、組織は正当性なしには存続することが困難であるため、正当性を獲得する
必要があるといわれている（Sharfman, Gray and Yan, 1991）。正当性とは、モラル、価値、
信念のような社会的に構築されたシステムにおいて、ある行動が適切な、あるいは妥当だと
認知される前提となるものである（Suchman, 1995）。そして制度理論によると、組織が正当
性を獲得するためには、組織は制度化（institutionalization）されなければならない。制度化
とは、組織が制度に変化していくプロセスである（Selznick, 1957）。組織が制度に変化する
ためは、組織は社会的価値観を組織内の諸活動に取り込まなければならない（藤田、2001）。
制度理論の対象となる制度は、法律などの文書化された制度のみではない。社会習慣とし
て制度のように機能している非文書化された慣習も対象となる（DiMagg io and Powell, 1983; 
Scott, 1995）。また Scott（1995）によると、制度には次の三つの側面が存在する。規制的
（regulative）側面、規範的（normative）側面、認知的（cognitive）側面である。これら三つ
の側面は、それぞれ正当性の基礎となるものが異なる。規制的側面の制度は、法的に認めら
れるかどうかが正当性の基礎となる。規範的側面の制度は、免許や認可によって正当性が与
えられる。これらの公式な制度に対し、認知的側面の制度は、社会や組織の構成員の間で流
布し、文化的支持が得られることで正当性が与えられる。
須田（2005）によると、制度の認知的側面はMeyer and Rowan（1977）以降、制度化要因
として重視されるようになった。認知的側面では、言葉、合図、身振りなどのシンボルやシ
ンボルに対する共有された意味の重要性が強調される。そして意味の共有によって構築され
た制度が、個人の行動指針となるとされている（Scott, 1995）。認知的側面の重要性は、
Meyer, Scott and Deal（1983）によって次のように述べられている。組織は、組織存続の要
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素となる正当性を環境から取り入れることによって制度化される。そのため、組織にとって
自らの環境をどう解釈するかが制度化の重要なプロセスとなり、認識と知覚という認知要素
が重要となる（須田、2005）。
認知的側面には多様な要因が含まれているが、その中で最も重要なのが「構成化の規則
（constitutive rules）である。これは「具体的で主観的な経験が、客観的な意味を付与される
プロセス」(3)である。この「構成化の規則」が社会全般に流布しており、それらを人々は「当
然のこと（もの）」とみなしていることが、制度の認知的側面では重要である。なぜなら認
知的側面における「制度化」は、「構成化の規則」が「当然視される（されている）」ことか
ら生じるからである（藤田、2001）。
4．事例提示
4.1 調査方法
本稿では単一事例の事例研究を行った。なぜなら事例研究は、特定の現象が「なぜ」生じ
るのかを問うための研究に適しているからである（小島、平本、2011）。
えがおつなげてと三菱地所のパートナーシップを選択した理由は、両組織がパートナーシ
ップの成果を得ていると認識しているからである。えがおつなげてと三菱地所のパートナー
シップは、3年ごとに契約を見直す仕組みであるため、継続されない可能性もあった。しか
し、契約更新時に新たに 3年間の契約を締結していることから、パートナーシップの成果が
得られていると両組織が評価しているため、パートナーシップが成功している事例として選
択した。
事例分析で用いるデータは、筆者による聞き取り調査と、内部資料、雑誌記事等の公表資
料から収集した。なお聞き取り調査の調査概要は、巻末資料に示したとおりである。
4.2 三菱地所グループ
三菱地所は、ビルや商業施設の運営事業から住宅事業、不動産証券化など 8つの事業を行
う総合不動産企業である。同社は 1937年に、三菱合資会社より丸ノ内ビル並びに同敷地の
所有権および丸の内地区ほかの土地建物営業権を譲り受け、設立された。三菱地所の連結子
会社は 164社、持分法適用関連会社が 29社であり、活動拠点は丸の内、大手町、有楽町エ
リアである。資本金は 1,413億円、社員数は連結で 8,001人、売上高は 1兆 130億円、経常
利益は 1206億円である（2012年 3月 31日現在、図 1参照）。
(3) 野球を例にとると、ピッチャー、キャッチャーなどのポジションという「カテゴリー」と、各々のポジ
ションに適した特性という「典型」が作られており、人々はこうしたカテゴリーと典型を、規則同様に
当然のこととして受け入れている（藤田、2001）。
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図 1 三菱地所グループの売上高と経常利益
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出所：日経 NEED S-FARMより筆者作成。
図 2 三菱地所グループのセグメント別営業収益 (4)
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出所：『三菱地所グループ CSR報告書 2011』より。
現在、同社の事業は 8つのセグメントに分かれている（表 1参照）。主な事業はビル事業
と住宅事業である。この 2つの事業が、グループ全体の営業収益の約 6割を占めている（図
2参照）。
(4) 都市開発事業、不動産サービス事業、ホテル事業はその他の事業に含まれている。また住宅事業は、住
宅事業と注文住宅事業に分ける。
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表 1 三菱地所グループのセグメント別事業概要
ビル事業 ・国内主要都市でのビルの開発、賃貸、運営管理。
・大型ショッピングセンターの運営、駐車場事業、地域冷暖房事業など。
住宅事業 ・マンション、戸建住宅、宅地の開発、分譲、賃貸、不動産の有効活用に関するコ
ンサルティングなど。
都市開発事業 ・優良な収益用不動産の開発。
海外事業 ・全米各地や英国で不動産賃貸、開発事業の展開。
・ベトナム、シンガポールでマンション開発事業に参画。
資産開発事業 ・不動産での資産運用を考える個人、機関投資家に対する幅広い運用サービスの提
供。
設計監理事業 ・建築および土木関連の設計、監理、リニューアル業務、都市、地域開発関連業務
など。
ホテル事業 ・東京、横浜などで国内 5ホテルを「ロイヤルパークホテルズ」として展開。
不動産サービス事業 ・法人、個人の不動産活用の仲介などのソリューションの提案。
出所：『三菱地所グループ CSR報告書 2011』より。
4.3 NPO法人えがおつなげて
えがおつなげては、2001年に曽根原久司氏によって山梨県北杜市の白州で立ち上げられた
NPO法人である。同年に NPO法人として認証を受けた。現在は活動拠点を同市の増富地区
に移し、開拓館（事務所、研修センター、視察対応などを行う交流の場）、開拓館アネック
ス（事務所）、えがおファーム（農場）、本部（事務所）、東京事務所を設けている。平成 23
年度は、常勤の有給スタッフが 19人、非常勤の有給スタッフが 3人の合計 22人のスタッフ
で活動を行っている。平成 22年度のえがおつなげての正味財産増加額は、537万 1,969円
（平成 21年度 733万 1,986円）(5)である。
えがおつなげての活動拠点である山梨県北杜市は、2004年に 7町村 (6)の合併により誕生し
た。2011年 9月現在の総人口は 49,069人（男性：24,071人、女性：24,998人）、である。増
富地区のある旧須玉町の人口は 2011年 9月現在 6,549人である。しかし人口は、中核工業団
地のある南部に集中しているため、北部の増富地区は過疎化と高齢化が進行している。人口
は約 600人、高齢化率が 62%であり、いわゆる限界集落 (7)と呼ばれる地区である。また、高
齢化に伴い農業従事者が減少しているため、耕作放棄率は 62.3%(8)となっている。山梨県全
体の耕作放棄地率が 14.7％ (9)であることを考慮すると、増富地区の耕作放棄地問題は深刻な
状況にあるといえる。
(5) 定款上の特定非営利活動に係る事業のみを対象としている。
(6) 長坂町、高根町、大泉村、白州町、武川村、須玉町、明野村。2006年には小淵沢町を合併した。
(7) 限界集落の定義は大野（2005）に基づき、「65歳以上人口が集落構成員の半数を超え、社会的共同生活
が困難になっている集落」とする。
(8) 東京事務所スタッフに対する聞き取り調査より（2011年 6月 1日）。
(9) 2005年農林業センサスより。
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えがおつなげては、「農を中心とした地域共生型のネットワーク社会を創ること」をミッ
ションとして掲げている。このミッションを達成するために「都市農村交流事業を行い、山
梨県の耕作放棄地を農地として活用する」(10)という活動を行っている。えがおつなげての初
期の活動は、北杜市の耕作放棄地の開墾であった。現在は開墾した耕作放棄地で農産物を生
産するのみでなく、農業・農村体験のイベントを企画している。また、人材育成や自然エネ
ルギーの開発、間伐材の活用といった農村資源の活用に積極的に取り組んでいる。しかし、
これらの活動資金は、委託事業、補助金、交付金が収入の 7割を占める状況にある（図 3参
照）。そのため、特定非営利活動事業収入だけでは組織を運営することは困難な状況にある。
東京事務所のスタッフはかかる状況下の課題を次のように語っている。
補助金などは準備が大変で、書類の準備や経理の仕事に手を取られ、本来の活動に
力を注げなくなる可能性があります。えがおつなげては経験者がおり、役割分担も
できているので、実感として他の NPO法人に比べて、手続きに関しては有利なん
ですけど、補助金や助成金に対する依存からは脱却したいと考えています。委託事
業は期限が決まっているので、委託事業でお金をもらっている間に収益があがるよ
うなシステムづくりを行って、次年度からも事業を行えるようにするのが、現在の
課題ですね（筆者による聞き取り調査より。2011年 8月 29日）。
図 3 NPO法人えがおつなげての収益
0 50,000,000 100,000,000 150,000,000 
平成22年度 
平成21年度 
平成22年度 平成21年度 
会費収入 131,880 343,162 
補助金収入 81,025,581 49,364,243 
委託事業収入 36,412,146 37,648,598 
特定非営利活動事業収入 20,753,605 19,630,298 
寄付金等収入 2,237,157 454,391 
その他 915,843 1,098,101 
単位：円
出所：NPO法人えがおつなげて収支計算書より筆者作成。
(10) 東京事務所のスタッフに対する聞き取り調査より（2011年 8月 29日）。
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補助金、助成金を受けられる間に、収益を上げられる自主事業システムを形成することが
大切だとの認識を、えがおつなげてのスタッフは持っている。そこで、えがおつなげては今
後の活動として、補助金や助成金だけでなく、企業連携、行政との連携などの自主事業を経
営資源の確保の手段として考えている。つまりえがおつなげてには企業とパートナーシップ
を形成する動機があったのである。
4.4 「空と土プロジェクト」
「空と土プロジェクト」は、2008年からえがおつなげてと三菱地所が行っている連携事業
である。3年ごとに契約を更新し、2011年で 4年目を迎える。この連携事業の目的は、「都
市と農村の交流によって、都市と農村双方の活性化を図ること」である。「空と土プロジェ
クト」にかかる経費は、三菱地所が負担しており、2011年度は 1,700万円の予算が設けられ
た。そしてこの予算の中で、えがおつなげてが事業を企画、運営する。「空と土プロジェク
ト」は、食、住、ツーリズム、人材育成、エネルギー事業の 5つのカテゴリーで事業が展開
されている。詳細な内容は表 2に示した。現在は主に食、住、ツーリズムの事業が展開され
ている。
表 2 「空と土プロジェクト」の活動内容
カテゴリー 活動内容
食 ・丸の内マルシェ：丸ビル 1階丸キューブで定期的に開催。生産者と消費者・シェフの出
会いの場を作ることを目的とする。
・おあんなって山梨：一定期間、新丸の内ビルのレストラン街である丸の内ハウスで山梨の
食材を使った料理を提供する。2010年、2011年度はフロアの全店舗で開催した。
住 ・間伐材の活用：三菱地所ホーム株式会社の注文住宅の建材として、山梨県のカラマツの間
伐材、小径木を使用している。
ツーリズム ・三菱地所の社員対象：開墾ツアー、農業体験ツアーなど。
・大手町、丸の内、有楽町エリアの就業者対象：酒米ツアー。
・三菱地所管理のマンションの居住者対象：田植え体験、野菜の収穫を中心とした農業体験
ツアー。
人材育成 ・関東ツーリズム大学 (11)：都市のニーズと農山村の問題解決を実現することを目的とし、8
つの地域 (12)をフィールドに授業を行っている。東京の拠点として、新たに丸の内にキャ
ンパスを設ける予定である。
エネルギー ・自然エネルギー：2011年度から開始した。ひまわりの種を自然エネルギーとして活用す
る研究を行っている。
出所：「空と土プロジェクト」のホームページ、えがおつなげてのスタッフへのインタビューを基に筆者作成。
(11) 平成 20年度農林水産省『田舎で働き隊！』事業（農村活性化人材育成派遣支援モデル事業）でえがお
つなげてが行っていた事業を、連携事業として継続して行っている。
(12) 須玉キャンパス、増富キャンパス、白州キャンパス、南アルプスキャンパス、小諸キャンパス、飯島キ
ャンパス、那須キャンパス、里見キャンパス。
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5．事例分析
本稿の目的は、「企業はどのような NPOをパートナーとして選択するのか」を正当性の視
点から明らかにすることである。そのために本項では、「三菱地所は、なぜえがおつなげて
をパートナーに選択したのか」を明らかにする。本項では、①なぜ三菱地所が都市農村交流
事業を行ったのか、②なぜ山梨県を活動の場として選択したのか、という 2つの疑問に答え
ることで、三菱地所がパートナーに何を求めていたかを明らかにする。
5.1 三菱地所は、なぜ都市農村交流事業を行ったのか
5.1.1 三菱地所の戦略の転換の必要性
三菱地所はこれまで、オフィスビル事業を中心に不動産業界で地位を維持してきた。しか
し今日、三菱地所をはじめとする日本の不動産業は、転換点に立たされている。橘川（2007）
によれば、不動産業の特徴は、事業対象である不動産が資産としての価値をもち、その資産
価値が変動する点にある。これまで日本の不動産業は、不動産の資産価値の中核を占める地
価の上昇に依存して事業拡大を図る経営を行ってきた。なぜなら日本の地価は 1945年の終
戦後、経済統制が解除されると上昇を開始し、長期的に継続して上昇を続けたからであ
る (13)。しかし、1990年代初頭のバブル経済の崩壊は地価動向を反転させ、継続的な地価上昇
を前提とした経営を展開することはできなくなった。そのため各不動産企業は、地価上昇に
よる資産価値の増大に依存しない独自の戦略をとることが求められている。
そこで三菱地所は独自の戦略として、1998年から「丸の内再構築計画」に取り組んでき
た。この計画は、二つのステージを経て完了する。1998年～ 2007年までの第 1ステージで
は、東京駅前を重点的に機能更新し、丸の内周辺の再開発を行った。2008年からは第 2ステ
ージとして、大手町、丸の内、有楽町全域で開発を行っている。第 2ステージでは、街づく
りの対象となる領域の「拡がり」と文化、芸術、歴史など街の機能の「深まり」を目指し、
第 2ステージの完了予定は 2018年である (14)。
丸の内再構築計画の目的は、丸の内をビジネスに特化した街から、開かれた多様性のある
街に転換することである。そのために、丸の内エリア内外の人や企業の交流の機会、交流の
場を創出し、新たなビジネスの創造を促す取り組みを行っている。たとえば、三菱地所は
2007年からベンチャー事業の育成、支援を目的として「日本創生ビレッジ」制度を設けてい
る。この制度では、三菱地所によって成長の見込みがあると判断されたベンチャー企業は、
割安な賃料で丸の内ビルのフロアの一部を提供される。またそのベンチャー企業は、「東京
(13) 日本の地価は、 1960年代初頭の工業用地ブーム期、1970年代前半の列島改造ブーム期、1980年代後半
のバブル経済期という三つの急騰局面を経験し、ほぼ一貫して右肩上がりで推移した（橘川、2007）
(14) 三菱地所グループホームページより（2011年 11月 28日閲覧）。
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21cクラブ」と呼ばれる三菱地所主催の会員組織に所属することで、定期的に開かれる勉強
会やセミナーなどで交流を図ることができる。三菱地所はこの交流を通じて、ベンチャー企
業と大企業が互いにアイデアを持ち寄って刺激し合い、新たなアイデアを創出することを目
指している (15)。
このように三菱地所は、丸の内エリア全体を顧客にとって魅力ある地域にするために、「ソ
フト戦略」と呼ばれる取り組みを推進している。三菱地所の廣野研一・街ブランド企画部ソ
フト事業推進室長によると、「ハードがオフィスビル自体の機能や品質を追及するのに対し
て、ソフトはビルで働く人々の満足度を高める」(16)ことができる。つまりソフト戦略とは、
オフィスビル自体の機能や品質などのハード面の価値のみでなく、交流の場などを設けるこ
とで新たな事業機会という付加価値を提供する戦略である。
ソフト戦略の結果として、三菱地所の丸の内のオフィスビル賃料は高水準が続いており、
割高な賃料でも企業を惹きつける価値を生んでいる (17)。このような関係を考慮すれば、丸の
内エリアの活性化に対する取り組みが、三菱地所で重要な事業として位置づけられているの
は当然である。
5.1.2 顧客からの要求
ハードだけでなく、ソフト面でも付加価値を与える戦略は、マンションの分譲を中心とす
る住宅事業においても重視されている。その背景には、マンションの顧客からの要求がある。
三菱地所の T氏は、「これまでは、立地や建物の設備、機能などのハード面の充実が求めら
れていましたが、ソフト面の付加価値が重要視されるようになっている」と述べている。そ
のため、三菱地所が運営するマンションにソフト面の付加価値があることが、顧客から評価
されるようになってきた。このように「マンションにソフト面の付加価値があること」が顧
客から当然視されることによって、この要求に応えることで三菱地所は正当性を獲得するこ
とができる状況になったのである。
そこで三菱地所は、ソフト面の付加価値構築の手段として都市農村交流事業に着手した。
三菱地所の T氏は、その理由を次のように述べている。
CSR活動の見直しを始めたときに、世間では農業・農村ブームが始まっていて、農
業や農村に関心のある顧客が増えていました。（中略）三菱地所っていう会社は都
市の開発をしているデベロッパーなんですけど、都市が地方に支えられていること
は、いつも非常に感じていることなんですよ。（中略）都市は地方とつながってて、
(15) 『日経ビジネス』2008年 7月 7日号、42-45頁より。
(16) 『日経ビジネス』2008年 7月 7日号、42-45頁より。
(17) 『日経ビジネス』2008年 7月 7日号、42-45頁より。
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地方の恩恵を受けているんだけれども、そのために地方はどんどん課題を抱えてい
る。それを大きく社会の課題として考えて、都市農村交流っていう活動をやったら
どうかなと思って（筆者による聞き取り調査より。括弧内は筆者加筆。2011年 12
月 2日）。
つまり都市農村交流活動は、三菱地所の顧客の関心のある事業であったため、ソフト面で
の付加価値が構築できる事業であった。さらに顧客のみでなく社会に対する貢献度が高い事
業であったため、三菱地所は都市農村交流活動を行うことを決定したのである。
また三菱地所は当時から、都市部のマンションにおけるコミュニティ形成の必要性を感じ
ていた。その背景には、「緩やかなコミュニティを形成することで災害対応力も高まる」と
いう三菱地所の考えがある (18)。そこで三菱地所は、マンション内のコミュニティというソフ
ト面での付加価値を提供する活動を行いたいと考えていた。
以上の理由から、三菱地所は①「ソフト面での付加価値を提供できる事業を展開できる組
織」をパートナーとして必要としていた。
5.2 三菱地所は、なぜ山梨県を活動地域として選択したのか
三菱地所は、都市農村交流活動の活動地域として山梨県を選択した。なぜなら三菱地所は、
都市農村交流活動を既存の事業とは異なる活動として行いたいと考えていたからである。三
菱地所は活動地域を探すにあたり、次の条件を定めていた。一つ目の条件は、丸の内エリア
から車で 2、3時間の距離にある地域であることである。三菱地所の事業は丸の内エリアに集
中しているため、この条件が定められた。二つ目の条件は、三菱地所が事業を行っていない
地域であることだった。三菱地所の T氏は、この条件を設けた理由を次のように述べている。
（三菱地所は）やっぱり不動産会社なので、開発している地域、例えば千葉、埼玉、
神奈川とかはマンション建てたりするんで、そういう地域に行ってしまうと、開発
しに来たって思われがちなんですよ。後、関係がある地域、例えば（三菱地所が運
営している）ゴルフ場のある地域もあるんですけど、そういう地域だと、（三菱地
所）の名前を知っているがゆえに、事業と関連づけられちゃう。お金で土地を買っ
てくれるんじゃないかとかそういう流れになってしまうので（中略）山梨ってあま
り関わりのなかったエリアなんですよ（筆者による聞き取り調査より。括弧内は筆
者加筆。2011年 12月 2日）。
(18) 『日経 TRENDY』2011年 8月号、144‐147頁より。
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つまり、三菱地所がこれまで開発事業を行ってきた地域社会では、「三菱地所は土地を買
い、開発する企業」という「構成化の規則」が当然視されていた。しかし三菱地所にとって
都市農村交流活動は、土地を買って、開発する既存のビルやマンション事業とは異なる活動
であった。そのため、開発事業によって正当性を獲得していた地域では、開発事業ではない
都市農村交流活動では正当性を獲得することはできない。つまり三菱地所は、開発事業を行
っていない地域で、都市農村交流活動によって新たに正当性を獲得したいと考えていたので
ある。それゆえに、三菱地所は開発事業を行っていなかった山梨県を活動地域として選択し
た（表 3参照）。しかし、三菱地所は山梨県で正当性を獲得していないため、三菱地所単体
で山梨県において都市農村交流活動を行うのは困難である。そこで、三菱地所は②「山梨県
で正当性を獲得している組織」をパートナーとして選択する必要があった。
表 3 三菱地所レジデンスのマンション分布
三菱地所レジデンスすべて 84件 埼玉県 5件
千葉県 2件
東京都 44件
神奈川県 16件
山梨県 0件
出所：MAJOR7 三菱地所レジデンスのマンション一覧より筆者作成。
5.3 三菱地所は、なぜえがおつなげてをパートナーとして選択したのか
5.1と 5.2では、都市農村交流活動のために、三菱地所がどのようなパートナーを必要とし
ていたのかを明らかにした。三菱地所が必要としていたパートナーは、①「ソフト面での付
加価値を提供できる事業を展開できる組織」で、②「山梨県で正当性を獲得している組織」
である。本項では、えがおつなげてがこれらの条件を満たしていたのかを検討する。しかし、
えがおつなげてが条件を満たしていると三菱地所が判断するためには、両組織の接触の機会
が必要となる。そこで 5.3.1では、えがおつなげてと三菱地所の出会いのきっかけであり、
えがおつなげての活動紹介の場となった「限界集落ツアー」について説明する。
5.3.1 限界集落ツアー
えがおつなげてと三菱地所が出会ったきっかけは、限界集落ツアーである。このツアーは
2008年 4月にえがおつなげが主催した。当時えがおつなげては、限界集落の資源を活用して
企業と連携事業を行うことを目指していた。そこで増富地区の耕作放棄地、間伐材などの森
林資源、空き家など、限界集落だからこそ存在する資源の魅力を伝えるツアーを企画した。
企業とNPOのパートナーシップにおけるパートナーの選択
̶ 78 ̶
またこのツアーには、えがおつなげてが運営しているえがおファーム (19)や鉱泉みずがきラン
ド (20)の視察も含まれていた。つまり限界集落ツアーは、えがおつなげての活動を企業に紹介
するツアーとして実施された。
T氏が限界集落ツアーを知ったのは、別の NPO法人からの紹介だった。T氏は、当時、
「丸の内さえずり館」(21)を担当していたため、環境の分野で活動している NPO法人との関わ
りがあった。環境分野の NPO法人に対して、都市農村交流活動に取り組んでいる NPO法
人についてヒアリングをしていたところ、えがおつなげてを紹介され、限界集落ツアーに参
加した。限界集落ツアー後、同年 7月に三菱地所のプロジェクトメンバー (22)による視察が行
われ、三菱地所とえがおつなげての間で協定が結ばれた。
5.3.2 ソフト面での付加価値を提供できる事業を展開できる組織
限界集落ツアー以前から、えがおつなげては様々な企業と連携事業を行ってきた。その中
でも、山梨県内の和菓子屋「株式会社清月（以下清月）」との連携事業は、2005年から現在
まで継続されている。この連携事業では、「企業ファーム（図 4参照）」と呼ばれる事業モデ
ルを構築している。この事業モデルでは、まず農地所有者から、えがおつなげてが空いてい
る農地を借りる。次にこの借りた農地で、清月の従業員に種まきから収穫まで、必要な時に
農作業に参加してもらう。そして収穫した農作物の全量を清月が買い上げ、和菓子の原材料
として使用するという流れとなっている。生産した原材料は全て清月が買い取るため、えが
おつなげてにとっては、安定的な収益源となっている（曽根原、2011）。
えがおつなげては企業ファームによって、清月との連携事業において次の付加価値のある
事業を展開している。その付加価値は次の二つである。一つめは、山梨県の特産物を使用す
るという独自性である。えがおつなげては、山梨県の特産物を使った商品として青大豆の豆
大福と花豆 (23)モンブランの商品開発を行った。この商品開発によって、清月の和菓子に「山
梨県の特産物を使用している」という独自性を提供した。二つめの付加価値は、原材料の安
全性の高さである。青大豆と花豆の生産はすべてえがおつなげてが行っているため、清月は
消費者に対して原材料の安全性を明示することができる。清月は青大豆と花豆を市場価格よ
りも高い価格で買い取っているが、清月は割高だとは考えていない。なぜならこれらの原材
料は生産者が明示できるため、「食の安全、安心」に敏感な消費者に対してアピールするこ
(19) えがおつなげてが借用、管理している農地。
(20) 須玉町営の温泉施設を引き継ぎ、えがおつなげてが経営している。
(21) 1999年に財団法人日本野鳥の会と三菱地所との共同運営で開館。2005年に「Nature Info Plaza 丸の内
さえずり館」としてリニューアル移転し、現在は三菱地所が CSRの一貫として運営。
(22) 三菱地所グループ内から、T氏が CSR推進部以外の部署のメンバーを選んで構成されている。
(23) 花豆は標高 1000mの高地でなければ栽培できないため、山梨県の増富地区の特産物となっている。
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とができるからである (24)。
このように、えがおつなげては企業との連携において、付加価値を企業に提供する活動を
展開していた。つまりえがおつなげては、①「ソフト面での付加価値を提供できる事業を行
うことができる組織」という三菱地所のパートナーの条件を満たしていたのである。
図 4 企業ファームの事業モデル
地域住民
指導
農地
農地 農地
企業
社員
原材料確保
社員研修効果
企業イメージ向上
事業連携
日常管理
農作物の買取 NPO法人
農地借入
農地所有者
農地の貸借料
出所：曽根原久司（2011）『日本の田舎は宝の山』50頁。
5.3.3 山梨県で正当性を獲得している組織
えがおつなげて限界集落ツアー時に、すでに農村社会から正当性を獲得していた。なぜな
ら、えがおつなげては農村社会からの要請によって設立された組織であったからである。え
がおつなげて代表理事の曽根原氏は、東京で金融機関等の経営コンサルタント業を行ってい
たが、1995年に山梨県北杜市の白州に移住した。移住の目的は、農業や農村の資源を活用し
た事業を行うことである。最初曽根原氏は、米の生産や薪の販売を行っていた。その後農業
の事業が軌道に乗り始め、北杜市内に人脈ができたころ、曽根原氏は北杜市の役場の職員か
ら、ある相談を持ちかけられる。その相談は、限界集落になってしまった増富地区を活性化
できないかということだった。この相談がきっかけとなり、曽根原氏は 2001年にえがおつ
なげてを立ち上げた。
つまりえがおつなげては、そもそも農村社会からの要請によって曽根原氏が設立した組織
であった。えがおつなげてと農村社会の関係について、えがおつなげてのスタッフは次のよ
(24) 東京事務所のスタッフに対する聞き取り調査より（2011年 8月 29日）。
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うに述べている。
曽根原自身、東京から移住してきたときは、よそ者扱いだったなと言ってますね。
農村の人はつながりを大事にするので、外部から入ってきたなという感じで。（中
略）地域の人と話す場所だとか、催し物に参加させてもらったりとか、そういった
形でコミュニケーションをとったりしました。（NPOの活動に関しても）最初は何
やってるんだろうとか、おかしなことやってるなと思われてたと思うんですが。も
ともと今増富で活動している土地も地域の人が持ってた土地を借りて活動してるん
ですよ。いきなり来てその土地を買うとか、そういうのではなくて、地域の人と話
し合って、この土地余ってるから借りるとか。地域の人も自分の土地にすごく愛着
を持って管理したいんだけど、どうすることもできないですよね。後継ぎもいない
ですし。そういうときに、NPOでも農業やりたいって言う人がいるんだったら、
ということで貸してもらっています（筆者による聞き取り調査より。括弧内は筆者
加筆。2011年 6月 1日）。
また、えがおつなげての初期の活動の中心は、開墾ボランティアによる耕作放棄地の開墾
であった。この開墾ボランティアは主に首都圏の若者を中心としていたが、外部の人間に対
する農村社会の反発も起こらなかった (25)。つまり「えがおつなげては、農村社会の課題解決
のために活動している組織である」という「構成化の規則」が、増富地区では当然視されて
いたのである。そのため、えがおつなげては増富地区で制度化され、正当性を獲得すること
ができた。
表 4 NPO法人えがおつなげての連携事業（抜粋）
実施年度 事業名 事業内容
2005年度～ 清月ファーム 上述した清月との連携事業。
2001年度～ こどもファーム（2010年度財
団法人山梨福祉財団助成事業）
首都圏の子どもを対象とした大豆の種まき、 収穫、味噌仕
込みの体験イベントを開催。
2010年度～ ニッポン自給力向上プロジェ
クト（セブン・イレブン記念
財団助成事業）
開墾、間伐体験、農村ワークショップ、手前味噌仕込会の
3つのコースで農業、農村体験の機会を提供。
2011年度～ 八ヶ岳泉郷ファーム 株式会社セラヴィリゾート泉郷との連携事業。セラヴィリ
ゾート泉郷の別荘地オーナー、ホテルの宿泊客顧客を対象
とする。種まきから野菜の収穫などの農業体験イベントを
開催。
2007年度～ 山梨大学エネルギーファーム
（山梨大学からの委託事業）
山梨大学内の自然教育園でひまわりや菜の花などエネルギ
ー燃料となる食物を栽培、管理。
出所：NPO法人えがおつなげてのホームページ、曽根原（2011）を基に筆者作成。
(25) 東京事務所のスタッフに対する聞き取り調査より（2011年 6月 1日）。
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またえがおつなげては、山梨県や北杜市の行政機関やの企業からも正当性を獲得している。
前述した清月との連携事業で構築した企業ファームの事業モデルをベースとしながら、三菱
地所との事業に取り組む前から、えがおつなげては多様な組織との連携事業を行っていた
（表 4参照）。つまりえがおつなげては、「農村社会の課題解決のために活動している組織」
として、農村社会のみでなく、行政機関や山梨県内の企業からも制度化されていたのである。
それゆえにえがおつなげては、三菱地所が求めていた②「山梨県で正当性を獲得している組
織」というパートナーの条件を満たしていたといえる。
このようにえがおつなげては、三菱地所がパートナーに求めていた 2つの条件を満たして
いた。そのため、三菱地所はえがおつなげてを都市農村交流活動のパートナーとして選択し
たのである。
6．おわりに
本節では、5節の事例検討からの発見事実を提示し、本稿の貢献と限界、そして今後へ向
けた課題について述べる。
本稿では、企業と NPOのパートナーシップに関する研究において、事例を理論的見地から
分析した研究が不足している点を指摘した。特に、企業がどのようなパートナーを選択する
のかに関する議論が不足していることから、「企業はパートナーを選択する際に、どのような
NPOをパートナーとして選択するのか」を明らかにすることを目的として研究を行った。
本稿での発見事実は三つある。一つめの発見事実は、企業が制度化されていない地域で活
動を行う場合、その地域で正当性を獲得している NPOがパートナーとして選択されることで
ある。三菱地所は山梨県という制度化されていない地域で活動するために、山梨県で正当性
を獲得していたえがおつなげてをパートナーとして選択した。二つめの発見事実は、パート
ナーシップの形成前においては、パートナー間で求める正当性が一致していることが、パー
トナーの選択において重要視されることである。パートナーシップ形成前の段階では、三菱
地所にとって NPOの専門性や資源の希少性よりも、山梨県で正当性を得ている組織なのかが
重要な点となっていた。三つめの発見事実は、NPOが自らの正当性を明示することは、企業
と NPOのパートナーシップの形成を促進することである。えがおつなげての企画した限界集
落ツアーは、両組織のパートナーシップ形成の契機となっている。またこのツアーで、えが
おつなげてが活動紹介を通じて自らの獲得している正当性を明示しなければ、三菱地所はえ
がおつなげてがパートナーの条件を満たしているかを判断することはできなかったといえる。
本稿の貢献は三つある。一つめの貢献は、研究の蓄積が乏しい企業と NPOのパートナー
シップの事例を制度理論によって分析したことである。二つめの貢献は、企業のパートナー
選択の一つのパターンを明らかにしたことである。企業と NPOのパートナーシップに関す
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る先行研究では、企業がどのようなパートナーを選択するのかという点についての議論は十
分に行われていなかった。本稿では、正当性を獲得していない地域で活動する企業は、企業
が求める正当性を獲得しているパートナーを選択するという一つのパターンを明らかにし
た。三つめの貢献は、NPOによる正当性の明示が、企業と NPOのパートナーシップの促進
要因となる可能性を示唆した点である。先行研究では、資源の希少性やパートナー間での資
源の共有可能性などがパートナーシップの促進要因とされてきた。そのため、パートナー間
での資源の明示の必要性が指摘されてきた。しかし本稿では、パートナーシップ形成前にお
いては、正当性の明示がパートナーシップの促進要因として機能することが確認された。
本稿の限界は、正当性を獲得していない NPOとの比較検討を行っていない点である。本
稿では、企業が求める正当性と NPOが獲得している正当性の一致が、企業がパートナーを
選択する際に重視する要素であることを指摘した。しかしこの主張は、企業の求める正当性
を獲得していない NPOは、企業のパートナーとして選択されていないことを示すことによ
って、より強く支持される。この点が検討されていないことは、本稿の限界である。
今後の課題は、NPOの正当性獲得プロセスについての議論を行うことである。本稿では、
企業がパートナーに求める正当性をすでに獲得している NPOを対象とした。しかし、NPO
の中には正当性を獲得できていない組織も少なくない。NPOはいかにして正当性を獲得す
るのかという点は、企業のパートナー選択のみでなく、NPO自身の存続にも深く関わって
くる問題である。なぜなら財務指標による評価が難しい NPOにとって、活動地域や他組織
からの認知的側面による評価は、財務指標の代わりとなるからである。それゆえに、NPO
の正当性獲得プロセスを明らかにすることは、理論的にも実践的にも意義深いと考えられる。
この点を今後の研究の課題としたい。
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